
＜参考資料１＞ 

 

「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」による神奈川県企業立地支援事業 

認定企業及び事業計画の概要 

認定企業 東ソー株式会社 日本パーカライジング株式会社 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 
大企業 大企業 

代表者 

代表取締役社長 

社長執行役員 

桒田 守 

代表取締役社長 

里見 多一 

所在地 山口県周南市開成町4560 東京都中央区日本橋１－15－１ 

資本金 55,173百万円 4,560百万円 

従業員 3,758人 943人 

事業内容 

石油化学製品、無機化学製品の開

発・製造、体外診断用医療品の開

発・製造等 

表面処理剤の製造、表面改質技術の

提供 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
研究所の新設 

【県内再投資】 

研究所の新設 

【県内再投資】 

立地場所 綾瀬市早川2743－１ 平塚市大神2784 

事業目的 

綾瀬市の東京研究センター敷地内

に研究所を新設し、検査技術、医療

精製用分離剤等、健康・医療分野の

新材料・技術の創出及び研究開発成

果を応用した分離分析・臨床検査関

連の素材・試薬・装置の製品化を行

う。 

本計画により、健康・医療分野の

研究開発加速、新規・周辺事業の規

模拡大を図る。 

平塚市の事業所敷地内に研究所を

新設し、表面処理技術に関する研

究・開発を行う。 

本計画により、研究開発拠点を増

設・拡充し、グループの技術を集約

することで、新規技術の開発や、医

療・環境など新規分野の研究を推進

する。 

稼働開始 
2025（令和７）年 

12月１日 

2025（令和７）年 

４月１日 

投資額／ 

操業開始時の 

雇用人数 

7,209百万円/250人 

（ほか、非常用雇用人数100人） 

5,966百万円/80人 

（ほか、非常用雇用人数20人） 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 先端医療関連産業 輸送用機械器具関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業立地促進補助金 

（投資額の３％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

 

・企業立地促進補助金 

（投資額の３％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

 



 

 

 

 

認定企業 株式会社テクノリンクス 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 
中小企業 

代表者 
代表取締役 

大木 英史 

所在地 茅ヶ崎市萩園1270－14 

資本金 10百万円 

従業員 23人 

事業内容 
リサイクル処理機械の設計、製造、

販売 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
本社・工場の新設 

【県内再投資】 

立地場所 平塚市西八幡４－７－12 

事業目的 

平塚市内に本社・工場を新設し、リ

サイクル機械の設計、製造等を行う。 

本計画により、工場規模を拡大し、

設備増強及び増員をすることで、更な

る事業拡大を図るとともに、昨今、需

要が高まる、IT・ロボット選別機等を

活用した、省人・省力化機械の開発を

行う。 

稼働開始 
2023（令和５）年 

４月１日 

投資額／ 

操業開始時の 

雇用人数 

413百万円/23人 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 IT/エレクトロニクス関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業立地促進補助金 

（投資額の３％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

 

 



 

 

 

「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」による神奈川県企業誘致促進賃料補助事業 

認定企業及び事業計画の概要 

認定企業 トレルボルグ小田原株式会社 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 
中小企業 

代表者 
代表取締役 

町田 一康 

所在地 小田原市成田1060 

資本金 68百万円 

従業員 ５人 

事業内容 

自動車産業向けの熱可塑性樹脂部品

の設計、開発、製造、販売、輸出入

等 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
本社・工場の新設 

【県外からの立地】 

立地場所 小田原市成田1060 

事業目的 

小田原市内に本社・工場を新設

し、自動車向けステアリングシステ

ムやドライブシャフトに装着される

樹脂製蛇腹形状シール部品を製造す

る。 

本計画により、グループ初となる

国内製造拠点を構えることで、日系

メーカーとの更なる取引拡大と売上

増加を図る。 

稼働開始 
2023（令和５）年 

２月１日 

投資額/ 

操業開始時の 

雇用人数 

－/５人 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 輸送用機械器具関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業誘致促進賃料補助金 

（賃料月額の１/３） 

 

 


